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論文内容の要旨
本研究の目的は、冷戦後の日米防衛協力において日本が対等な同盟国としての主体性を確立するための方策を提言
することにある。それは自らの文民統制を確立した上で、米国の軍事行動に対する合目的性及び合法性を担保させる
抑制・監視機能を果たす日本としての国家意思であり、具体的には米国との防衛協力が日米にとっての共通の利益で
あるアジア太平洋地域の平和と安定という目的及び国連決議という法的な裏付けの範囲内において行われるべきも
のであるとする考えを米国に受容させることではないだろうか。
そのためには冷戦後の米国の安全保障政策の問題点を明らかにし、それに応じた方策を建てる必要がある。それが
対米支援施策としての自衛隊施設の共同使用と対米抑制施策としての日本の出口戦略の確立とを組み合わせた考え
である。前者は冷戦後の米国の基地統廃合政策の趨勢を踏まえ、日本が海外プレゼンスへの依存を強めてきている米
軍の後方支援基盤となることによってその軍事行動への発言権を確保しようとするものであり、後者は同じく冷戦後
の米国の軍事介入の趨勢を踏まえ、日本が過剰な武力の行使に陥りかねない米国の軍事行動を抑制することによって、
日米の共通の利益であるアジア太平洋地域の平和と安定を図ろうとするものである。またその前提として日本は、冷
戦後の防衛政策の変化を踏まえ、行動する時代を迎えた自衛隊に対する実効ある文民統制の確立が求められている。
自衛隊の武器使用を統制する部隊行動基準の遵守状況の結果としての隊員の犠牲の有無としづ判断基準を設定し、そ
れをもって国会に自衛隊の行動終結の可否を決定させる権限を持たせることは、そのための有効な手段であり、ひい
ては日米防衛協力を通じて米国に対する抑制機能を果たす日本の出口戦略の確立に寄与するものと考える。
論文審査の結果の要旨
本論文は、日米防衛協力を「日米安全保障体制を維持・発展させるための、両国による信頼性の維持・向上の努力」
と規定し、冷戦後の新しい国際環境のなかで日本が米国の同盟国としてより主体性の高い行動をとるための要件と提
言をまとめたものである。具体的には、日本が自らの文民統制を確固たるものとした上で、米国の軍事行動に合目的
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性と合法性を担保させる抑制・監視機能を果たし、さらに日米両国の共通の利益であるアジア太平洋地域の平和と安
全のための活動や国連決議に基づく諸活動について日米間で必要な範囲での防衛協力を効果的に推進していくには
し、かなる政策的努力が求められているかを、序章に続く 4 つの章で論じている。
序章では、本研究の背景として日米防衛協力をめぐる議論の現状を概観した上で研究の目的と、軍事・経済・政治・
法の視点を総合した研究方法を明らかにしている。
第 1 章は、研究対象である日米防衛協力とは何かを日本の防衛政策の変遷のなかから浮かびあがらせ、日米関の認
識の相違を含め、問題の所在を明らかにしている。
第 2章は、日本としての防衛協力の客体である米側の国防政策の趨勢を詳細に考察している。特に冷戦後の米国の
基地統廃合政策と軍事介入政策に着目し、検討している。
第 3 章は、冷戦後の日本の防衛政策の具体的な問題点を指摘し、防衛政策の立案・実施において重要な役割を果た
す防衛庁の背広組と自衛官ら制服組の役割の変化など政策過程のダイナミズムを検討することにより、本来の文民統
制のあり方を論じている。
終章は、日本がより主体的な立場から日米防衛協力を推進するための具体的な方策として、対米支援施策としての
自衛隊施設の日米共同使用案や対米抑制施策となる日本としての「出口戦略j の確立等の提言を打ち出している。
本論文は国際安全保障をめぐる政策課題の変化を的確に捉える一方、長く防衛実務に携わった経験と本研究科にて
培った学問的視点とをバランスよく組み合わせた政策研究として、博士(国際公共政策)の学位に十分値するものと
判断される。
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